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基本計画策定に当たって

第３期基本計画の策定趣旨
［基本計画の位置づけ］

みやぎ食と農の県民条例
（平成12年７月）

新
・
宮
城
の
将
来
ビ
ジ
ョ
ン

食と農に関連する他の計画

第３期みやぎ食と農の県民条例
基本計画（令和３年３月）

計画期間　令和３年度～令和12年度

根拠（条例第８条）

第３期  みやぎ食と農の県民条例  基本計画

　県では，みやぎ食と農の県民条例（平成12年制定）で掲
げる４つの目標（安全で安心な食料の安定供給，農業の持
続的発展，多面的機能の発揮，農村の総合的な振興）を実
現するため，農業・農村の振興に関する概ね10年間を期間
とする基本的な計画である「みやぎ食と農の県民条例基本
計画」（以下「基本計画」という）を定めるものとしており，
食と農を取り巻く情勢の変化やＳＤＧｓ（持続可能な開発
目標）の視点も踏まえ，令和３年度を初年度とし，令和12
年度を目標年度とする第３期基本計画を策定しました。
　基本計画は，県政の基本的な指針である「新・宮城の将
来ビジョン」をはじめ，関連する他の計画等とも相互に連
携を図っていきます。
　また，基本計画の各種施策の実施状況や達成状況等を毎
年度確認しながら，計画的に施策を推進するほか，５年後
（令和７年度）を目処に必要に応じて計画の内容を見直す
こととします。

１ 宮城県の食と農を取り巻く情勢とこれまでの取組

（1）食と農を取り巻く情勢
　本県の人口減少と高齢化は，かつてないほどのス
ピードで進行し，人口は令和22年には200万人を下
回り，65歳以上の高齢者の割合は令和27年には
40%となることが予測されています。
　人口減少と高齢化に伴い，食の市場規模の縮小や食
の外部化など志向の変化，農業現場での人材不足，農
村地域における地域コミュニティの衰退などの問題が
懸念されています。

　食に関する主な情勢としては，食の外部化・簡便化
が進み，加工・業務用の農産物の需要は今後更に高ま
る一方で，主食用米の需要は減少することが予測され
ます。販売方法については，農産物直売所の売上げが
増加傾向にあるほか，ネットショッピングの利用も急
速に増えています。また，頻発化，激甚化する自然災
害や家畜伝染病，新たな感染症等，食の安定供給を脅
かすリスクが発生しています。

具体化 又は 相互連携

個別
計画

•みやぎの「食」ブランド化推進計画
•農業経営基盤の強化の促進に関する基本方針
•みやぎ園芸特産振興戦略プラン
•みやぎ農業農村整備基本計画　ほか

［食料消費の動向と主食用米の需要量（全国）］

❶

［宮城県の人口及び高齢化率の推移と見通し］
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［第２期基本計画における主な推進指標（現況値）］

［農業法人数，100ha規模の経営体数］

第３期  みやぎ食と農の県民条例  基本計画

　農業に関する主な情勢としては，東日本大震災から
の創造的な復興により，大規模な土地利用型農業法人
や先進的施設園芸法人が誕生してきました。また，人
手不足が深刻となる中，農業にＡＩやＩｏＴといった
テクノロジーを導入する取組が進んでいます。

　農村に関する主な情勢としては，人口減少や農業者
の高齢化の進展により，集落ぐるみで農地や水路など
を保全する機能が低下するとともに，荒廃農地の増加，
野生鳥獣による農作物被害が拡大しています。一方，
地方移住への関心の高まりや田園回帰の動きが広がっ
ています。

（2）これまでの取組による成果と課題
  第２期基本計画における施策ごとの推進指標を見ると，「食料品製造業の出荷額」，「100ha規模の大規模な土
地利用型法人数」，「大区画ほ場整備面積」，「農産物直売所推定売上額」については，目標を達成しました。
　東日本大震災からの復旧・復興については，「生産基盤の復旧及び営農再開支援」，「新たな地域農業の構築に
向けた生産基盤の整備」，「競争力ある農業経営の実現」，「にぎわいある農村への再生」等のほか，東京電力福
島第一原子力発電所事故による影響への対応に関して各種施策を展開しました。被災した農業施設等については，
ほとんどすべての地域で取組が完了しました。
　一方で，推進指標のうち「効率的・安定的農業経営を営む担い手への農地利用集積率」，「水稲直播栽培面積」，
「基幹的な農業水利施設の機能を維持する対策を行った施設」等については，各種関連施策を展開してきたも
のの，目標達成には至りませんでした。

❷

● 県の食料品製造業の出荷額　（億円）
約11％増加
震災前の
水準を上回る

約12倍に増加

● GAP導入団体数

食に関すること
● 農村の地域資源の保全活動を行った面積（※）

約17%増加

約62%増加

● 農産物直売所推定売上額

農村に関すること

● 県内の農業法人数

約２倍に増加

約4.5倍に増加

● 100ha規模の大規模な土地利用型法人数（※）

約8.8倍に増加

● 乾田直播栽培の面積

● 県内の大区画ほ場整備面積

約30%増加

約２倍に増加

● 先進的園芸経営体数（※）

約3.2倍に増加

● 異業種からの農業参入件数

農業に関すること
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２ 基本計画で目指す食と農の将来像

《キャッチフレーズ》

食の将来像

共創力強化
～多様な人材が豊かな未来をつくる　みやぎの食と農～

第３期  みやぎ食と農の県民条例  基本計画

　人口減少や高齢化が進む中で，食と農業・
農村への消費者の理解と協働のもとに，農業
者だけではなく，食と農に関わる全ての人材
が結びつき，活躍することにより，豊かなみ
やぎの食と農の未来を共に創っていく力を強
くしていきます。｠

　海・山・大地の豊かな恵みと東北の大消費地仙台を抱える強みを生かし，消費者と生産者の相互理
解を深めながら，食品産業等との連携を強化し，食のバリューチェーン（※）をつなぎます。
　これにより，「食材王国みやぎ」を全国に浸透させ，時代のニーズに対応した「豊かなみやぎの食」
をつくります。

※ 食のバリューチェーンについて
　 　規模の大小に関わらず，農産物の生産から製造・加工，流通，消費に至る各段階の付加価値を高めながらつなぐ，食を
基軸とした付加価値の連鎖のこと。

❸



第３期  みやぎ食と農の県民条例  基本計画

❹

農業の将来像

　全国トップクラスの大区画水田整備率や園芸栽培に適した気候・立地条件を生かし，アグリテック（※）

による労働生産性の高い水田農業や畜産経営を展開するとともに，食品産業と連携しながら園芸の生
産を拡大します。
　これにより，みやぎの農業を地域経済を支える産業として発展させます。｠

※ アグリテックについて
　 　農業に，スマート農業技術を含む ICT（情報通信技術）等の先進技術を導入することで，省力・軽労化を図るなどの課
題を解決すること。｠

農村の将来像

　都市と農村の距離が近く，美しい風土や地域資源が豊富にある強みを生かし，郷土愛のある地域人
材が外部人材との協働により，多彩な“なりわい”を創出します。また，農村において人口減少や高
齢化に対応しながら魅力ある地域を維持していくため，デジタルトランスフォーメーション（※）の推進
や防災機能を強化します。
　これにより，関係人口や移住希望者に選ばれる持続可能な農村をつくります。

※ デジタルトランスフォーメーションについて
　 　デジタル技術を駆使して，経営や事業の在り方，生活や働き方を変革すること。



３ 基本計画で掲げる主な目標

第３期  みやぎ食と農の県民条例  基本計画

❺

農業産出額の目標

　マーケットインによる生産拡大と食品
産業との戦略的な連携によるバリュー
チェーンの構築を進めます。

園芸産出額620億円
＋１次加工による付加価値50億円

農業の担い手の目標

　販売農家数が減少する中で，食と農業・農
村の持続的発展のため，意欲ある家族経営体
を含め多様な人材の確保・育成を推進します。

認定農業者数の目標

園芸産出額倍増を目指します。

（参考）販売農家数の見通し

農地確保の目標

　農地面積が年々減少する中で，条件不利地
における耕作条件の改善や，アグリテックの
導入，地域資源を活用した多様ななりわいの
創出等により，優良農地の確保と効果的な活
用を推進します。



第３期  みやぎ食と農の県民条例  基本計画

❻

主要品目別栽培面積，飼養頭羽数，生産量及び産出額

○ 　今後も，主食用米の需要の減少が見込まれることから，主食用米の栽培面積を縮小する
一方で，主食用米以外の加工用米，備蓄米，新規需要米（飼料用米や米粉用米，輸出向け
等の新市場開拓米）の栽培面積を拡大し，実需者のニーズに対応した米づくりを行います。

｠
○ 　また，暗渠排水を整備した汎用化水田において麦類や大豆のほか，加工・業務用バレイ
ショやたまねぎ，キャベツなどの園芸作物への作付転換を図るとともに，いちごやトマト，
きゅうりなどの施設園芸において，高度な環境制御技術の取組拡大による反収の増加を推
進し，園芸産出額の倍増を目指します。

｠
○ 　畜産については，肉用牛の増頭を進めるとともに，家畜改良による乳用牛の乳量増加を
推進し，生産量の増大を図り，豚等については増頭や単価の向上を図ることで産出額の増
大を目指します。

（参考）



４ 施策体系と推進指標

第３期  みやぎ食と農の県民条例  基本計画

❼



第３期  みやぎ食と農の県民条例  基本計画

❽



基本項目Ⅰ 時代のニーズに対応した県産食品の安定供給

第３期  みやぎ食と農の県民条例  基本計画

　「食材王国みやぎ」として，安全・安心で「豊かな食」を安定的に供給し続けるため，食の外部化など時代のニー
ズに対応した食産業の持続的な成長と，食の安全性の確保，食料供給を脅かす様々なリスクへの対応が必要です。
　県民を始めとする消費者のみやぎの食と農に対する理解を深める取組や，生活様式の変化に対応したバリュー
チェーンの構築などにより，みやぎの食材の利用の拡大を図ります。また，生産工程でのリスク管理や安全性
の評価，食料の安定供給に向け自然災害や感染症など多様なリスクに備える取組を行います。

５ 各施策の推進方向

① 消費者による体験を通じたみやぎの食に対する理解促進
② 消費者によるみやぎの食材の利用促進　

❾

施策１　県民による豊かなみやぎの食と農への理解と地産地消の促進施策１　県民による豊かなみやぎの食と農への理解と地産地消の促進



第３期  みやぎ食と農の県民条例  基本計画

10

① 消費者視点によるバリューチェーンの構築
② みやぎの食材・食品のブランド化推進による国内外への販路開拓　

施策２　生活様式の変化に対応する県産食品の販売力強化施策２　生活様式の変化に対応する県産食品の販売力強化

① 生産から製造の各段階における適正管理による食品トレーサビリティの取組推進
② 科学的知見に基づく県産農畜産物の安全性評価　
③ 様々なリスクを見据えた食料供給体制の構築

施策３　県民への安全・安心な食料の安定供給施策３　県民への安全・安心な食料の安定供給

※１　HACCP（危害分析重要管理点）：食品の製造・加工の工程ごとに微生物汚染等の危害要因を分析し，それらを防止するため，特に
重要な工程を継続的に監視・記録する衛生管理の取組

※２　GAP（農業生産工程管理）：農業生産現場において，食品安全，環境保全，労働安全，人権保護及び農場経営管理を目的とした農業
生産を行うための管理ポイントを整理し，それを実践・記録する取組。また，第三者機関の審査により，この取組が正しく実施され
ていることを証明する認証制度がある。



基本項目Ⅱ 次代の人材育成と革新技術の活用による戦略的な農業の展開

第３期  みやぎ食と農の県民条例  基本計画

　みやぎの農業を，地域経済を支える「儲ける農業」として持続的に発展させるため，人材不足の解消や円滑
な経営継承，また，技術の革新等による生産性の向上や需要に応じた作物生産が重要です。
　そこで，農業に携わる意欲ある多様な人材の確保と育成，アグリテックの推進・普及や農地の大区画整備に
よる収益性の高い農業経営の展開を図るとともに，高度な環境制御技術を導入した先進的施設園芸及び大規模
露地園芸の振興による園芸生産の拡大とバリューチェーンの構築などの取組を進めます。

① 意欲ある農業経営者の確保・育成と円滑な経営継承
② 企業等の農業参入推進
③ 多様な働き手が活躍する農業生産支援体制の構築

11

施策４　みやぎの農業を支える多様な人材の確保・育成施策４　みやぎの農業を支える多様な人材の確保・育成



第３期  みやぎ食と農の県民条例  基本計画
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① 生産性向上のためのア
　 グリテックの推進
② 時代のニーズに対応し
　 た農業技術の開発と現
　 地普及

施策5　先進技術等を活用した農業生産の効率化と高度化施策5　先進技術等を活用した農業生産の効率化と高度化

① 農業の成長産業化に向けた
　 農業基盤整備
② 中山間地域等における農業
　 生産の効率化と優良農地の
　 確保
③ 担い手への農地集積・集約
　 化の推進

施策６　基盤整備と集積・集約化による農地利用の高度化施策６　基盤整備と集積・集約化による農地利用の高度化



第３期  みやぎ食と農の県民条例  基本計画

① 先進的施設園芸の拡大
② 大規模露地園芸の振興
③ 安定供給体制強化のための産地拡充と地域戦略品目の振興
④ 食品関連企業との連携強化

13

施策７　先進的大規模拠点を核とした園芸産地の確立施策７　先進的大規模拠点を核とした園芸産地の確立

① 需要に応じた米生産
② 実需に対応した大豆・麦類づくりの推進
③ 収益性の高い園芸作物への転換

施策８　水田フル活用による需要に応じた作物生産の振興施策８　水田フル活用による需要に応じた作物生産の振興



第３期  みやぎ食と農の県民条例  基本計画

14

① 地域の中心となる先進的畜産経営の拡大
② 自給飼料生産基盤の強化
③ 優良種畜の確保と生産基盤の拡大

施策９　生産基盤の拡大による畜産の競争力強化施策９　生産基盤の拡大による畜産の競争力強化



基本項目Ⅲ ひと・もの・ちえを総動員した持続可能な農村の構築

第３期  みやぎ食と農の県民条例  基本計画

　人口減少や高齢化が進行する中で，農村を維持し活性化するためには，関係人口や移住希望者に選ばれる持
続可能な「活力ある農村」を実現する必要があります。
　そのため，地域を支える人材や関係人口（ひと）の育成・拡大を図る取組と併せて，これらの人材が持続的
に地域と関わりが持てるように地域資源（もの）を生かした「なりわい」を創出（ちえ）し，雇用機会や所得
の確保を図ります。また，野生鳥獣被害対策や農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るとともに，
農村地域において安全で安心した生活ができるよう環境整備を図ります。さらに，基幹的農業水利施設の計画
的な整備や機能保全対策等の推進により，農村地域における防災・減災対策に取り組みます。

① 農村を支える人材育成と
　 体制整備
② 交流拡大による関係人口
 　の創出
③ 農村におけるデジタルト
　 ランスフォーメーション
　 の推進
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施策10　関係人口と共に創る活力ある農村施策10　関係人口と共に創る活力ある農村

① 地域資源の掘り起こしと
　 磨き上げによる高付加価
　 値化
② 地域運営組織等による地
　 域資源を活用したなりわ
　 いの創出
③ 「地消地産」による地域
　 経済循環の構築

施策11　地域資源を活用した多様ななりわいの創出施策11　地域資源を活用した多様ななりわいの創出

※ＣＳＶ（Creating Shared Value）：共有価値の創造。企業が社会的課題の課題解決と企業の利益の創出を
　　　　　　　　　　　　　　　　　  両立させること。
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① 環境に配慮した生産の
　 取組支援と理解促進
② 農村の地域資源保全活
　 動の推進による多面的
　 機能の維持・発揮
③ 野生鳥獣による農作物
　 被害対策の強化とジビ
　 エ利活用の拡大

施策12　環境と調和した持続可能な農業・農村づくり施策12　環境と調和した持続可能な農業・農村づくり

① 農村の防災機能の充実
② 田んぼダム等農村地域
　 の洪水調節機能の効果
　 的な発揮
③ 農業水利施設等のス
　 トックマネジメント※
　　の推進
④ 農村地域の生活環境の
　 維持

※ストックマネジメント
　　長寿命化できる対策を検討し，
施設の機能保全を効率的に実施す
ることで，施設の有効活用や長寿
命化を図る取組

施策13　農業・農村の強靱化による地域防災力の強化施策13　農業・農村の強靱化による地域防災力の強化
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６ 食・農業・農村に関わる各主体の役割と関係性のイメージ図
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共創力強化
～多様な人材が豊かな未来をつくる　みやぎの食と農～
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